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「先端技術等による自然エネルギー、ローカルエネルギーを活用した 

融雪技術」に関する公募 

公募要領 

 

 

１．公募の目的 

平成３０年１月から２月にかけて、首都圏や北陸地方に発生した大雪では、大規模な車輌

滞留が発生し、その通行再開までに、当該地域の生活や、経済活動に多大な影響を与えたと

ころです。上記事象を契機とし、冬期道路交通確保対策委員会によって、今後目指すべき大

雪時の道路交通確保対策について議論が重ねられ、平成３０年５月に中間とりまとめとし

て提言がなされました。この中で、局所的な道路融雪対策について、国は新技術の公募・評

価を行う等、低コストで効果の高い技術の開発を促進することが必要であると述べられて

います。 

一方、融雪技術については、これまで多数の技術が開発され国道等に活用されています

が、様々な熱源や融雪方式が存在する中で、それらの技術を評価するための指標が十分に

整理されておらず、様々な地域状況に応じ、最適な新技術を比較検討することが困難な状

況にあります。 

そこで、「公共工事等における新技術活用システム」における「テーマ設定型（技術公

募）」の手続きに基づき、「先端技術等による自然エネルギー、ローカルエネルギーを活

用した融雪技術」を募集・選定し、選定した技術に対して設定した評価項目、評価指標、

及び試験法に基づく室内試験等の結果の確認を行うものとします。また、得られた室内試

験等の結果は、個々の技術の特徴を明確にした資料（以下、「技術比較表」という。）を

作成し、公表することで、工事発注に際して発注者が各技術の比較検討に活用できるよう

にするものとします。 

 

２．公募技術 

（１）対象技術 

自然エネルギー※1、ローカルエネルギー※2を利用することで、融雪エネルギーの節約を

図った無散水融雪技術とする。 
先端技術等※ 3を使用し、気象状況に応じて熱量、融雪箇所等を制御する場合、その概

要を公表する。 
※1：地下水熱、地熱、太陽熱、空気熱、海水熱、湖水熱、風力(電気)、太陽光、小型水力等 
※2：温泉熱、都市廃熱、工場等温排熱、下水熱、発酵熱、ペレット、ゴミ焼却熱等 
※3：ＡＩ降雪検知器、インバータ制御節電、段階的制御節電等 
 
 
 

別紙２ 
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（２）応募技術の条件等 

この公募は「公共工事等における新技術活用システム実施要領」（以下、「実施

要領」という。）に基づき実施するものである。なお、応募技術に関しては、以

下の条件を満たすものとする｡ 

１）応募資料提出時点において、ア）からエ）のいずれかの技術であること。 

ア）新技術情報提供システム（以下、「NETIS」という。）登録技術であるこ

と。 

イ）NETIS登録申請中の技術であること。 

ウ）今後、NETIS登録申請予定の技術であること。 

エ）NETIS掲載期間終了技術（過去にNETISに登録されていたが、掲載期限を迎

えた等のため掲載を終了している技術）であること。 

２）応募技術について、選定、室内試験等、技術比較表の作成に係わる者（国土

交通省職員、国土交通省から委嘱または委託を受けた者）に対して、応募技術

の内容を開示しても問題がないこと。 

３）選定された応募技術について技術比較表を公表するので、これに対して問題

が生じないこと。 

 

３．応募資格 

（１）応募者 

応募者は、実施要領で定義する技術開発者とする。 

なお、共同開発者がいる場合は、応募に際して共同開発者の同意を得ているこ

と。 

（２）その他 

 １）予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条及び第71条の規定に該当し

ない者であること。また、警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者

又はこれに準ずるものとして、国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当

該状態が継続している者でないこと。 

２）応募者及び共同開発者が、北陸技術事務所契約手続き中の「平成 31 年度 先端

技術等を活用した融雪技術の検討業務」の受注者となった場合、応募は認めな

い。また、同業務の受注者となったものの間に資本・人事面で関連がある場合も

同様とする。 

上記の「資本・人事面において関連」があるとは、次のアまたはイに該当するこ

とをいう。 

ア. 応募者及び共同開発者が、同業務を受注した建設コンサルタントの発行済み

株式総数の100 分の50を超える株式を保有し、またはその出資の総額の100 分

の50 を超える出資をしていることをいう。 
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イ. 応募者及び共同開発者の代表権を有する役員が、同業務を受注した建設コン

サルタントの代表権を有する役員を兼ねている場合におけることをいう。 

 

 

４．応募方法 

（１）資料の作成及び提出 

応募資料は、別添２応募資料作成要領に基づき作成し、提出方法は紙による郵

送又は持参、または電子データによるE-mailでの送信とする。また、電子データ

が５MBを超える場合は、電子媒体（CD-R）または紙とし、郵送又は持参により提

出するものとする。 

（２）提出（郵送）先 

〒９５０－８８０１ 新潟市中央区美咲町１丁目１番１号 

国土交通省 北陸地方整備局 企画部 施工企画課 新技術担当 宛 

E-mail：jyouhouka@hrr.mlit.go.jp 

 

５．公募期間 

平成３１年３月２０日（水）～平成３１年４月２５日（木） 

（締め切り日は、E-mail による提出の場合、17:00 まで受付を行う。郵送又は持参

により提出の場合は、締め切り日必着とする。） 

 

６．ヒアリング 

提出された応募資料で不明な箇所が有る場合は、応募技術の選定を目的としたヒ

アリングを実施することがある。 

なお、ヒアリングを実施する場合は、ヒアリング等の実施日時、場所について 

別途通知するものとする。 

 

７．応募技術の選定 

応募技術は、応募資料やヒアリング等で確認するものとし、次の条件を全て満た

している場合に選定するものとする。 

なお、NETIS登録が行われていない技術が選定された場合でもNETISの登録が保証

されるものではない。 

１）２．公募技術（１）対象技術に適合していること。 

２）２．公募技術（２）応募技術の条件等に適合していること。 

３）３．応募資格に適合していること。 

４）応募資料に不備が無いこと。 

５）別添１に記載の応募を求める技術の設計条件を用いて算出した、設計熱量※４
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がケース①の場合150.0W/㎡以上、ケース②の場合60.0W/㎡以上を満たす見込み

のもの 

６）無散水融雪であること。 

    ※4  設計熱量は以下の気象条件を想定している。ケース①：気温0.0℃、設計時間降雪深1.9cm/h程度 

ケース②：気温2.0℃、設計時間降雪深0.6cm/h程度 

 

 

８．選定結果の通知・公表について 

（１）選定結果 

応募者に対して選定されたか否かについて文書で通知するものとする。 

なお、応募する共同開発者に選定結果の通知は行わないが、応募技術が選定され

た際には共同開発者として（２）により公表するものとする。 

（２）選定結果の公表 

選定された技術は、NETISにおけるNETIS維持管理支援サイト

（URL:http://www.m-netis.mlit.go.jp/）にて公表するものとする。 

（３）選定通知の取り消し 

選定の通知を受けた者が次のいずれかに該当することが判明した場合は、通知

の全部または一部を取り消すことがある。 

１）選定の通知を受けた者が、虚偽その他不正な手段により選定されたことが判

明したとき。 

２）選定の通知を受けた者から取り消しの申請があったとき。 

３）その他、選定通知の取り消しが必要と認められたとき。 

 

９．現場実証の実施、結果の提出 

選定された技術について、現場実証は行わないものとし、応募者が事前に室内試験

等（屋外試験、現場試験も含む）で性能等を確認した結果の提出をもって、現場実証

の結果に代えるものとする。なお試験を実施した際の条件が別添１に示す設計条件と

異なる場合は、試験結果を基に別添１に示す設計条件で設計したうえで、評価項目の

値を算出するものとし、設計過程の資料及び結果を提出するものとする。 

（１）室内試験等の結果 

応募者が事前に室内試験等で性能等を確認した結果は、次の条件を全て満たした

ものであることとする。 

１）別添１に示す評価項目、試験方法及び条件について確認ができる室内試験等の

結果であること。 

２）国、特殊法人、地方公共団体、地方公社、公益法人等の公的試験機関、民間試

験機関、自社等で実施した室内試験等の結果であること。 

（２）室内試験等の結果の提出 
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提出期限は、別途通知するものとし、紙による郵送又は持参、または電子データ

によるE-mailでの送信とする。また、電子データが５MBを超える場合は、電子媒体

（CD-R）または紙とし、郵送又は持参により提出するものとする。なお、提出先は

４．（２）とし、提出資料は、（１）で定める室内試験等の結果の写し、設計資料

及び、別途指定する様式に整理して提出するものとする。また試験を実施した際の

条件が別添１に示す設計条件と異なる場合は、試験結果を基に別添１に示す設計条

件で設計したうえで、評価項目の値を算出するものとし、設計過程の資料及び結果

を提出するものとする。資料には、設計フローや図解等を活用したわかりやすい説

明資料、詳細な説明資料を参考資料として添付することも可能とする。 

  提出資料は追加資料を依頼する場合があり、別途通知するものとする。 

（３）室内試験等の結果の判定 

室内試験等の結果が（１）で定める条件を満たしていないと認められる場合は別

途通知するものとし、技術比較表の作成及び公表を行わないものとする。 

（４）その他 

実施要領に基づく試行調査及び活用効果調査を実施する場合は、別途通知するも

のとする。 

（５）虚偽・不正等があった場合の措置 

１）室内試験等の実施内容及び結果に、虚偽・不正等が認められたとき又は疑い

があるときは、当該技術のNETIS 掲載情報提供を中止するものとする。 

２）１）について、その事由の内容や事由が判明するに至った経緯等を総合的に

勘案して、故意に基づくもの等悪質である又は重大であると北陸地方整備局ま

たは北陸地方整備局新技術活用評価会議が判断したときは、当該技術のNETIS 

掲載情報を削除するとともに技術比較表から除外するものとする。 

３）１）及び２）に該当する者からのNETIS 登録申請および技術公募への応募

は、当該技術も含め全ての技術を対象としてその受付を拒否することがある。 

４）１）及び２）に該当する場合は、虚偽・不正等の事実を公表するものとす

る。 

 

１０．技術比較表の公表 

（１）提出された現場実証結果に基づき作成した技術比較表は、北陸地方整備局新技

術活用評価会議において承認を得た後、NETISにおけるNETIS維持管理支援サイト

（URL:http://www.m-netis.mlit.go.jp/）にて公表するものとする。 

   ただし、次の１）から３）の技術は、技術比較表の作成及び公表の対象外とす

る。 

   １）技術比較表の公表時点で、NETISに登録されていない技術（NETIS掲載期間 

終了技術を除く） 
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   ２）技術比較表の公表時点で、NETIS掲載情報の掲載中止となっている技術 

   ３）技術比較表の公表時点で、NETIS掲載情報の掲載削除となっている技術 

（２）（１）において技術比較表の作成及び公表の対象外とした技術のうち、次の

１）または２）の技術に変更となった場合は、技術比較表に追加掲載して公表す

るものとする。 

   １）技術比較表の公表後にNETISに登録された技術 

   ２）技術比較表の公表後にNETIS掲載情報の掲載中止から掲載再開となった技術 

（３）NETIS掲載期間終了技術については、技術比較表にNETIS掲載期間終了技術であ

る旨を記載して公表するものとする。 

（４）技術比較表の公表時期は、平成３２年１月頃を予定している。 

 

 

１１．費用負担 

（１）応募資料及び応募技術に関する追加資料の作成、提出、ヒアリング、選定され

た応募技術の室内試験等の実施及び結果資料の作成・提出に要する費用は、応募

者の負担とする。 

（２）国土交通省に提出された応募資料の審査、国土交通省が所有する資料の収集、

室内試験等を実施した各技術の技術比較表の作成等に要する費用は、国土交通省

の負担とする。 

（３）本公募要領における手続きの中止や取り消しを行った場合、それまでに応募者

が負担した費用について、国土交通省は負担しないものとする。 

 

１２．その他 

（１）応募された資料は、技術の選定以外に無断で使用することはない。 

（２）応募された資料は返却しない。 

（３）選定の過程において、応募者には応募技術に関する追加資料の提出を依頼する

場合がある。 

（４）公募内容に関する問い合わせに関しては以下のとおり受け付ける。 

１）問い合わせ先 

４（２）に同じ。 

２）問い合わせ期間 

５．公募期間と同様とする。 

３）問い合わせ方法 

ＦＡＸ、書類郵送、E-mail（様式自由。なお、添付ファイルがある場合は、５

MBを超えないこと。）にて受け付ける。 

（５）本要領に定めのない事項については、「実施要領」によるものとする。 



【別添１】

ケース① ケース②

気温
0.0 ℃

福井市（積雪地域）の気象
2.0 ℃

横浜市の気象

150.0 W/㎡※ 60.0 W/㎡※

融雪面積

温泉熱

都市廃熱

工場等温排熱

下水熱

発酵熱

ペレット

ゴミ焼却熱

地下水熱

地熱

太陽熱蓄熱温度

空気熱 0.0 ℃ 2.0 ℃

海水熱

湖水熱

風力（電気）

太陽光（電気）

小型水力（電気）

その他

地層 地層

舗装構成 舗装構成

純かぶり

配置間隔

熱効率

深度・延長

温度低下量

指標

評価 ＣＯＰ ＣＯＰ

運転条件 150.0 W/㎡※の熱量を発生させる設定で
の定常運転

60.0 W/㎡※の熱量を発生させる設定での
定常運転

測定方法

評価方法
　ＣＯＰ

指標

評価

融雪熱量 150.0 W/㎡※ 60.0 W/㎡※

融雪面積

対象費用

先端技術等による自然エネルギー、ローカルエネルギーを活用した融雪技術　　評価項目及び試験方法

熱源
（エネルギー）

9.0 ℃

35.0 ℃

25.0 ℃

最適傾斜角における日射量1.6kW/m2・day

融雪エネルギー
の節約

電熱線融雪施設との比較

Ａ－１
（必須）

Ｂ－１
（必須）

0.9

埋設深度0.6m
送水距離500m以下

送水温度２０℃未満の場合0.2 ℃
送水温度２０℃以上の場合0.5℃

評価項目

条件

イニシャルコスト

1,000 ㎡

工事費ベース

50.0 ℃

15.0 ㎝以上
（ただし、技術の仕様上１５ｃｍ未満となる場合は１５ｃｍ未満も可とし、経済性試算にも反映する。）

経
済
性

コスト比率
（初期投資）

評
価
指
標

CO舗装（普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾝﾒﾝﾄ）、ＡＳ舗装
プレキャスト製品含む

5.0 ㎝以上

25.0 ℃

※設計熱量は以下の気象条件を想定している。 ケース①　：　気温0.0℃、設計時間降雪深1.9cm/h程度
ケース②　：　気温2.0℃、設計時間降雪深0.6cm/h程度

25.0 ℃

25.0 ℃

20.0 ℃

6.0 ℃

応募者が設定し、その根拠資料を提出

1,000 kW以下

0.5 ℃

7.0 m/s

評価項目・試験方法

設計熱量公募要件

応
募
を
求
め
る
技
術
の
設
計
条
件

評価指標・特記事項を確認するた
めの条件

1,000 ㎡

省
エ
ネ
性

エネルギー消費効率

過去の設置試験結果、工場での試験結果等より算出する

ＣＯＰ＝融雪能力（kW)÷融雪消費電力（kW）

路面消融雪施設設計要領　（以下、設計要領）

評価項目

試験方法

13.0 ℃

15.0 ℃

過去の設置試験結果、工場での試験結果等より算出

放熱管

送水管

砂質土

1



【別添１】

ケース① ケース②

先端技術等による自然エネルギー、ローカルエネルギーを活用した融雪技術　　評価項目及び試験方法

評価項目・試験方法
路面消融雪施設設計要領　（以下、設計要領）

指標

評価

融雪熱量 150.0 W/㎡※ 60.0 W/㎡※

融雪面積

運転時間
100.0 h/月

北陸の運転時間
35.0 h/月

指標

評価

融雪熱量 150.0 W/㎡※ 60.0 W/㎡※

融雪面積

運転時間
400 h/年 × 20年間

北陸の運転時間×更新年数
140 h/年 × 20年間

対象費用

指標

評価

条件 －

指標

評価

試験方法 規格

指標

評価

条件 －

指標

評価

試験方法 規格

指標

評価

条件 －

指標

評価

条件 －

評価項目 指標

条件 －

評価項目 指標

条件 －

特
記
事
項

参
考

その他

先
端
技
術

評
価
指
標

評価項目

参考－２
（任意）

融雪技術に関する独自の新技術

申請者からの資料より具体の機能を明示

先端技術の使用による低コストで効果の高い技術の有無

対象費用

　　　　　　　1ヶ月の電気料
従来
基本料金669.6円/kW×150kW
+電力量料金19.01円/kWh×150kW×100h
＝385,590円（東北電力融雪AⅡ）

　　　　　　　1ヶ月の電気料
従来
基本料金669.6円/kW×60kW
+電力量料金19.01円/kWh×60kW×35h
＝80,097円（東北電力融雪AⅡ）

寸法、重量等を明示

申請者からの図面より

先端技術等によ
る効果

条件

定期点検・補修費用

参考－３
（任意）

CO2削減効果が著しく高い技術は、その効果を記述

申請者からの資料より明示

電熱線融雪施設との比較

1,000 ㎡

Ｇ－１
（必須）

評価項目

先端技術等の使用による効果

操作・制御設備の概要から具体の機能と効果を明示

熱源設備の重量

面積(〇ｍ2×〇ユニット）

申請者からの図面より

熱源設備、操作制御設備、電源設備の占用面積

騒音

音響パワーレベル

JISＺ８７３３（音響−音圧法による騒音源の音響パワーレベルの測定方法−
反射面上の準自由音場における実用測定方法）

熱源設備、操作制御設備、電源設備の屋外での適応性

屋外仕様の有無

申請者からの資料より

参考－１
（任意）

Ｆ－１
（必須）

工
程

施工時における
通行規制期間

電気料金及びその他燃料費

電熱線融雪施設との比較

Ｃ－１
（必須）

評価項目

一般交通への影響
[現道上の連続した車道2車線(約1,000㎡)の標準施工日数]

通行規制期間

申請者からの資料より

評価項目

Ｂ－２
（必須）

メンテナンスコスト

施
工
性

品
質

屋外仕様の有
無

評価項目

道路の占用
評価項目

熱源設備の据え
付けのやりやす
さ

評価項目

Ｄ－１
（必須）

評価項目
熱源設備の騒
音

Ｅ－１
（必須）

環
境

経
済
性

コスト比率
（運転）

条件

Ｂ－３
（必須）

コスト比率
（維持管理）

1,000 ㎡

※設計熱量は以下の気象条件を想定している。 ケース①　：　気温0.0℃、設計時間降雪深1.9cm/h程度
ケース②　：　気温2.0℃、設計時間降雪深0.6cm/h程度

2
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別添２ 

応募資料作成要領 

 

１．応募に必要な書類 

応募にあたっては、以下の資料が必要となる。様式については、国土交通省北陸地 

方整備局のホームページ（http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/singijyutu/index.html） 

よりダウンロードすることができる。 

応募書類に使用する言語は日本語とする。やむを得ず他国の資料を提出する場合

は、日本語で解説を加えること。 

① 「先端技術等による自然エネルギー、ローカルエネルギーを活用した融雪技術」申

請書 （様式－１） 

②技術概要書 （様式－２） 

③施工実績内訳書 （様式－３） 

④先端技術等による自然ｴﾈﾙｷﾞｰ、ﾛｰｶﾙｴﾈﾙｷﾞｰを活用した融雪技術に関する事前調査表 

 （様式－４） 

⑤添付資料 （任意） 

※提出資料①、②、③、④はＡ４版とすること。ただし、⑤添付資料は原則Ａ４版と

するが、パンフレット等でＡ４版では判読できない等の不都合が生じる場合は、こ

の限りではない。また、⑤添付資料には通し番号を記入すること。 

※E-mailで提出せず、紙で提出する場合、①、②、③、④、⑤はまとめて１部とし、

左上角をクリップ等で留め、合計３部（正１部、副２部）提出すること。 

※選定にあたって新たに必要となった資料の提出等を、応募者に求めることがある。 

 

 

２．各資料の作成要領 

（１）「先端技術等による自然エネルギー、ローカルエネルギーを活用した融雪技 

術」申請書(様式－１) 

１）応募者は、「公共工事等における新技術活用システム実施要領」（以下、「実施

要領」という。）で定義する技術開発者とする。 

なお、共同開発者がいる場合は、応募に際して共同開発者の同意を得ていること。

「応募者名」は、応募者が「個人」の場合は、所属先と役職並びに氏名を記入の

上、本人の印を押印すること。また、応募者が「民間企業」の場合は、企業名とそ

の代表者の役職並びに氏名を記入の上、企業印及び代表者の公印を押印すること。 

ただし、E-mail又は電子媒体（ＣＤ－Ｒ）で提出する場合は、押印は不要とする。 

複数者が共同で応募する場合は、応募者毎に必要事項を列記するものとするが、
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応募者の代表者は最初に記載するものとする。  

申請書のあて先は、「国土交通省 北陸地方整備局長 宛」とする。 

２）「１．技術名称」は、NETISに登録された技術名称とすること。また、NETIS登録

申請中及び今後登録申請予定の場合は、NETIS登録申請中及び今後NETIS登録申請予

定の技術名称とし、技術名称の末尾に「（仮）」と記載すること。 

３）「２．担当窓口（選定結果通知先等）」は、応募にあたっての事務窓口・連絡担

当者１名を記入すること。 

複数者が共同で応募する場合については、応募者毎に窓口担当者１名を列記するも

のとするが、窓口担当者の代表者は最初に記載するものとする。なお、応募者が複

数の場合における選定結果の通知は、代表窓口担当者に送付する。 

４）「３．共同開発者」は、共同開発を行った応募者以外の個人や民間企業、行政

機関等について記入すること。なお、共同開発者がいない場合は、記入しなくて

よい。 

共同開発者が複数の場合は、共同開発者毎に必要事項を列記するものとする。 

（２）技術概要書 （様式－２） 

１）技術名称及び副題は（様式－１）と同一のこと。 

２）技術の概要を２００字以内で簡潔に記入すること。 

記載に当たっては、技術の特徴、現場作業時の使用イメージ、技術のアピールポ

イント等を記載すること。 

３）技術の詳細は、以下の目次構成に従って記入すること。 

①応募技術の特徴 

応募技術の特徴について、箇条書きで簡潔に記入すること。 なお、必要であれ

ば、参照資料を添付し、参照する資料の番号、ページを記入すること。 

②応募技術が画期的な点 

応募技術が従来の技術等と比べて画期的な技術である点を、箇条書きで簡潔に記 

入すること。なお、必要であれば、参照資料を添付し、参照する資料の番号、ペ

ージを記入すること。 

③応募技術を使用する場合の条件（注意）など 

技術を使用する現場の条件、あるいは使用する場合の注意点等があれば、箇条 

書きで具体的に記入すること。 

また、応募技術を現場で使用する場合の作業状況が判る写真、模式図、図面等

があれば、参照資料として添付し、参照する資料の番号、ページを記入するこ

と。なお、現場作業時に特別な設備や装置等が必要な場合は、それらがわかるよ

うな図を必ず添付資料に含めること。 

④活用の効果 

従来技術に対する優位性、及び、活用した場合に期待される効果（想定でも
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可）を箇条書きで簡潔に記入すること。 

⑤概略費用 

応募技術を使用する場合の必要経費（材料費、使用機器等の経費、人件費、そ

の他間接費）について、融雪面積１，０００㎡あたりの概略費用を記入するこ

と。なお、概算内訳書も添付すること。 

⑥NETIS 登録 

該当部分の□を黒塗り（■に置き換え）し、NETIS へ登録済みの場合は、登録

番号を記入すること。 

また、NETIS掲載期間終了技術の場合は、NETISに登録されていた際の登録番号

を記入すること。 

また、NETIS に登録申請手続き中の場合は、申請先の地方整備局名及び技術事

務所等名を記入すること。 

⑦特許等取得状況（参考） 

特許等取得状況は、応募技術の実施に必要な特許及び実用新案等の情報に関し

て、当該部分の□を黒塗り（■に置き換え）すること。また、特許及び実用新案

等を取得している場合は、取得年も合わせて記載すること。 

なお、この項目は参考のため使用し、選定・評価に影響はない。 

⑧建設技術審査証明等（参考） 

応募技術が過去に建設技術審査証明事業における審査証明書、または、民間開

発建設技術の技術審査･証明事業認定規定（昭和62 年建設省告示1451 号）に基づ

く審査証明書を取得している場合は必要事項を記入すること。 

また、応募技術が過去に建設技術評定規定（昭和53 年建設省告示976 号）、ま

たは港湾に係わる民間技術の評価に関する規定（平成元年運輸省告示第341 号）

に 基づいた評価等を取得している場合は必要事項を記入すること。 

なお、この項目は参考のため使用し、選定・評価に影響はない。 

⑨表彰経歴（参考） 

応募技術が過去に他機関で実施されている表彰制度等で表彰を受けている場合

は、表彰制度名、受賞名及び受賞年を記入すること。 

なお、この項目は参考のため使用し、選定・評価に影響はない。 

⑩施工実績（参考） 

応募技術のこれまでの施工実績件数をそれぞれの機関毎に記入すること。 

なお、この項目は参考のため使用し、選定・評価に影響はない。 

⑪添付資料一覧 

添付する資料名を本様式に記入すること。 

なお、以下の添付資料を作成又は取得している場合は必ず添付すること。 

添付できない場合は、その理由を添付資料名の欄に記入すること。 
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・添付資料－１：応募技術のパンフレット（参考） 

・添付資料－２：特許等の公開・公告された写し（公開特許公報のフロントペー

ジ（特許番号、発明の名称が記載されているページ）のみ添付すること。）（参

考） 

・添付資料－３：建設技術審査証明書等（⑧に定める各証明書等）の写し（参

考） 

・添付資料－４：表彰状等の写し（参考） 

上記添付資料も含め、応募する際の各添付資料の枚数はA4 版各10 枚（パンフ

レット等で片面コピーでは機能が維持できない場合を除き片面コピーを原則とす

る）程度とする。 

なお、各添付資料の先頭に表中の添付資料番号（例：添付資料－１）をつける

こと。 

ただし、添付資料－１～４の中で該当する資料がない場合で、その他の資料を

添付する場合は、添付資料番号を繰り上げないこと。 

（３）施工実績内訳書 （様式－３） 

応募技術のこれまでの施工実績がある場合には、最新のものより１０件まで記入

すること。 

（４）「先端技術等による自然エネルギー、ローカルエネルギーを活用した融雪技 

術」に関する事前調査表(様式－４)  

  応募する技術に関する事前調査内容について、記入すること。 

 １）応募する技術の要件を選択する。（ケース①とケース②の両方に応募する場合 

は各々、別葉に記入し提出する。） 

２）応募する技術の概要を記入すること。技術は（様式－１）と同一のこと。 

３）応募する技術について事前に実施した試験方法について、記入すること。 

４）応募する技術について先端技術等について、記載すること。 

５）１）～４）以外で特に提案したい技術性能・特徴があれば記載すること。 

（５）添付資料 （任意） 

その他応募技術の説明に必要な資料があれば、添付すること｡ 

 

 


